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     ☆ 認定職業訓練実施奨励金について 

求職者支援訓練が円滑かつ効果的に実施されるよう訓練実施機関に対して認定
職業訓練実施奨励金、（①認定職業訓練実施基本奨励金「基本奨励金」）、②認定
職業訓練実施付加奨励金「付加奨励金」）を支給します。 

  

  ☆ 支給対象について    
           認定職業訓練実施奨励金は、厚生労働大臣の認定を受けた求職者支援訓練を 

 適切に行った訓練実施機関のうち、支給要件を満たす訓練実施機関に対して 
    訓練実施後に支給します。 
   訓練実施機関が行う求職者支援訓練が「基礎コース」及び「震災対策特別訓練 
   コース」の場合は基本奨励金、「実践コース」の場合は基本奨励金と付加奨励 
   金の支給を申請できます。 

ただし、下記のいずれかに該当する場合は、奨励金の全部又は一部を支給 
   しません。 
  

１  労働保険料の納付状況が著しく不適切であったり（※１）、過去に偽りその他 
不正行為により認定職業訓練実施奨励金の支給を受けた（又は受けようとし 
た）ことがある場合 

２  過去に重大な不正の行為若しくは過去5年以内に偽りその他の行為により助成金 
   の支給を受け若しくは受けようとしたことがある場合 
３  過去３年以内に偽りその他不正行為により、雇用保険法第６２条に基づく 

雇用安定事業又は雇用保険法第６３条に基づく能力開発事業として給付され 
る各種助成金、給付金、奨励金の支給を受けた（又は受けようとした）ことが 

       ある場合 
     ４ 求職者支援訓練と同一の事業に関して、国から委託費等を受けている（又は  
       受ける予定である）場合 

５ 求職者支援訓練を適切に行ったとは認められない場合（※２） 
６  上記のほか、認定職業訓練実施奨励金を不支給とするに足りる不正が確認 

       された場合 

 

   （※１）  平成２４年１０月以降に開講した求職者支援訓練については、訓練実施 

         機関の主たる事業所とは別に、所在する訓練実施施設が労働保険の適用 

           事業所となっている場合には、その訓練実施施設も対象となります。 

    （※２） 「求職者支援訓練を適切に行ったとは認められない場合」の例 

        ① 認定基準に反する求職者支援訓練を行ったこと 

       ② 都道府県労働局又は独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構に 

よる指導に従わなかったこと 

       ③  受講希望者が定員の半数に満たなかったこと以外の理由により訓練を 

                     中止したこと 
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  １ 基本奨励金 
 

   ☆ 基本奨励金の支給対象期間及び支給額の算定方法 

    ★ 認定職業訓練実施奨励金の対象となる期間は、訓練開始から終了までの 

      訓練期間全体ですが、支給額を算定する際は訓練期間を１ケ月単位で区切っ 

      た「支給単位期間」を用います。 

      ※ 「支給単位期間」とは、訓練開始日又は各月においてその日に応当する日 

     （訓練期間内に応当日がない月の場合は、末日） 「開始応当日」                

から『各翌月の開始応当日の前日（訓練終了日の属する月の場合は、 

      訓練終了日。 ただし、中途退校者については、退校日（訓練受講を取り 

やめた日）』までの各期間に区分した場合の期間をいいます。 

    ★  基本奨励金は「基本奨励金支給対象期間」ごとに支給します。また、 

      訓練実施機関が希望する場合は、訓練終了後に全訓練期間の一括支給も可   

      能です。一括支給で申請する場合であっても、事前の連絡は不要です。 

      ※ 「基本奨励金支給対象期間」とは、連続する３支給単位期間のことを言いま 

      す。（訓練終了日を含む最終支給対象期間は、２支給単位期間又は１支給単 

      位期間となることもあります。）                                                          

      

 

  

     

    

 

   

    

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

        
 

～ 訓練実施期間別支給申請期 ～ 
 
  ● ３ケ月訓練 ⇒ 一括申請 
  ● ４ケ月訓練 ⇒ ３ケ月申請 + １ケ月申請 または ４ケ月一括申請 
  ● ５ケ月訓練 ⇒ ３ケ月申請 + ２ケ月申請 または ５ケ月一括申請 
  ● ６ケ月訓練 ⇒ ３ケ月申請 + ３ケ月申請 または ６ケ月一括申請 
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   ※ 震災特例コースの場合は、 
             訓練終了後の一括申請のみです。 
 
   



       ★ 支給額の算定式は下記のとおり、支給単位期間が２８日以上か２８日未満で 

       異なります。支給額はこれらの算定式により算出された金額の合計です。 

        

支給単位期が
２８日以上 

はい         
（1ｹ月ごと計算） 
 
 

いいえ    
（日割り計算）        

 

【基礎コース】  

支給対象となる受講者数（※５） × ６万円 × 支給単位期間数                            

【実践コース】  

支給対象となる受講者数（※５） × ５万円 × 支給単位期間数 

                              

 

【基礎コース】  

支給対象となる受講者数（※５）×３千円×訓練実施日数（上限６万円                      

【実践コース】  

支給対象となる受講者数（※５）×２.５千円×訓練実施日数（上限５万円） 

 

                      

   （※５） 各支給単位期間において下記の①又は②に該当する受講者数の合計で  

す。 

        基本奨励金支給対象期間（一括申請の場合は全ての支給単位期間）を 

        通算して、 

       ① 出席率８０％以上の者（中途退校者については、基本奨励金支給対象 

         期間中の訓練を取りやめた日（退校日）までの算出出席率８０％以上の   

         者）については全ての支給単位期間 

       ② 出席率８０％未満の者については、支給単位期間で８０％以上となって 

         いる期間についてのみ支給対象となります 

 

        出席率の算定にあたっては、訓練実施日の２分の１日以上に出席した場合、  

       実出席時間数にかかわらず一律「２分の１日出席」（※６）と取扱います。 

       （欠課等の理由は問いません）  

 

 

 

   

 

    

 

―３ー 

 通常の場合 



      （※６） 「２分の１日出席」の考え方、 

        １日の訓練カリキュラムのうち、半分以上の時限に出席した場合です。 

 

      例１） １日６時限のカリキュラムの場合で、３時限の出席 

 

         

        

        

     例２）  １日５時限のカリキュラムの場合で、２時限の出席 

 

 

 

     

     ★１時限の全てに出席したことをもって、「１時限出席」と取扱います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出席 
○ 

出席 
○ 

出席 
○ 

欠席 
× 

欠席 
× 

欠席 
× 

１日のうち半分以上の
時限に出席している 
ので 、 「 ２ 分の １ 日 
出席」となる 

出席 
○ 

出席 
○ 

欠席 
× 

欠席 
× 

欠席 
× 

１日のうち半分以上の
時限に出席していない
ので「１日欠席」となる 

1時限 2時限 3時限 4時限 5時限 6時限 

1時限 2時限 3時限 4時限 5時限 
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  震災特例コースの場合 

   

     支給単位期間の途中（２８日未満）で訓練の受講をとりやめた受講者（中途退校者）に  

  ついては、当該支給単位期間の支給額は下記の算定式により算出します。 

 

   【基礎コース】         

   支給対象となる受講者数  × ３千円 × 訓練受講を取りやめた日までの訓練実施日数 

 

   【実践コース】  

     支給対象となる受講者数  × 2.5千円 × 訓練受講を取りやめた日までの訓練実施日数 
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      実践コースのうち「震災特例コース」については、 

  基本奨励金の支給額の算定式は下記のようになります。 

  ※出席率80％以上の者（中途退校者については、基本奨励金支給対象期間中の訓 

    練を取りやめた日（退校日）までの算出出席率80％以上の者）について支給。 

 

    【通常の場合】       

   ＊支給対象となる受講者数  × １２万円 

 

    【中途退校者があった場合】  

     ＊支給対象となる受講者数  × １２万円 ×  取りやめた日までの訓練実施日数                                      

                                全訓練実施日数 

  中途退校者があった場合 



   

※ 上記図は３ケ月訓練のため、「３支給単位期間」となり、６ケ月訓練（終了日７月９日）で一括申請

さ れ る 場 合 は 、 基 本 奨 励 金支給対象期間 「 ６ 支 給 単 位 期 間 」 で 申 請 期 限 日 

    は８月９日となります。 

◎ ３ケ月訓練で基本奨励金支給対象期間に受講者が、①２０人で、②訓練は終了したが訓練全

体の出席率が８０％未満の者が１人、（ただし1支給単位期間 のみ８０％以上の出席率、それ

以外の支給単位期間は８０％未満の出席率、 ③中途退校者が１人だった場合、なお、中途退

校者については、②支給単位期間の途中で訓練を取りやめ、それまでの訓練は出席率８０％

以上（最終支給単位期間の「訓練実施日数」（※７）は１０日） 

 

≪算定例②≫ 

  （※７）「訓練実施日数』とは 受講者が出席すべき訓練日数（出欠にかかわらず出席管理の対象     

となる日。）中途退校者については、退校日までの出席すべき訓練日数をいいます、 

※ 上記図は３ケ月訓練のため、「３支給単位期間」となり、（６ケ月訓練（終了日７月９日）で一括申請  

される場合は、支給対象期間「６支給単位期間」で申請期限日は８月９日になります。 

【基礎コース】 
 受講者数（２０人） × ６万円 × 支給単位期間数（３[６]支給単位期間）  
                                        ＝ ３６０[７２０]万円 
 
【実践コース】 
 受講者数（２０人） × ５万円 × 支給単位期間数（３[６]支給単位期間） 
                                        ＝ ３００[６００]万円 

申請期限日
1.10開始日 2.9 2.10開始日応当日 3.9 3.10開始日応当日 4.9 5.9

2.24退校日 終了日
①支給単位期間 ②支給単位期間 ③支給単位期間

基本奨励金支給対象期間

 

－５－ 
 

－６－ 

≪算定例①≫ 

◎ ３ケ月訓練で支給対象期間に受講者（２０人）の出席率が全員８０％以上だった場合 

申請期限日
1.10開始日 2.9 2.10開始日応当日 3.9 3.10開始日応当日 4.9 5.9

終了日

基本奨励金支給対象期間

①支給単位期間 ②支給単位期間 ③支給単位期間



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実践コース】 

  ① 受講者数（１８人） × ５万円 × 支給単位期間数（３[６]支給単位期間） 

                                       ＝ ２７０[５４０]万円 

  

  ② 訓練全体の出席率は８０％未満だが１支給単位期間のみ出席率８０％以上の者 

     （１名） × ５万円 × 支給単位期間数（１支給単位期間） ＝ ５万円 

  

  ③ 中途他校者（１名） × ５万円 × 支給単位期間数（１支給単位期間） 

                                       ＝ ５万円 

  

  ④ 中途退校者（１名） × ２．５千円 × 訓練実施日数（１０日） ＝ ２．５万円 

  

  支給額 ⇒ ① ＋ ② ＋ ③ ＋ ④ ＝ ２８２．５万円（３支給単位期間） 

                              ５５２．５万円（６支給単位期間） 

【基礎コース】 

  ① 受講者数（１８人） × ６万円 × 支給単位期間数（３[６]支給単位期間） 

                                       ＝ ３２４[６４８]万円 

 

  ② 訓練全体の出席率は８０％未満だが１支給単位期間のみ出席率８０％以上の者 

     （１名） × ６万円 × 支給単位期間数（１支給単位期間） ＝ ６万円 

 

  ③ 中途退校者（１名） × ６万円 × 支給単位期間数（１支給単位期間）   

                                       ＝ ６万円 

 

  ④ 中途退校者（１名） × ３千円 × 訓練実施日数（１０日） ＝ ３万円 

  

  支給額 ⇒ ① ＋ ② ＋ ③ ＋ ④ ＝ ３３９万円（３支給単位期間） 

                              ６６３万円（６支給単位期間） 
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【基礎コース】 
 ① 受講者数（２０人） × ６万円 × 支給単位期間数（３支給単位期間） 
                                       ＝ ３６０万円 
 ② 受講者数（２０人） × ３千円 × 訓練実施日数（１３日） ＝ ７８万円 
 
  支給額 ⇒ ① ＋ ② ＝ ４３８万円 
 
 
【実践コース】 
 ① 受講者数（２０人） × ５万円 × 支給単位期間数（３支給単位期間） 
                                       ＝ ３００万円 
 ② 受講者数（２０人） × ２．５千円 × 訓練実施日数（１３日） ＝ ６５万円 
   
  支給額 ⇒ ① ＋ ② ＝ ３６５万円 

≪算定例③≫ 

◎ 基本奨励金支給対象期間が１月１０日から４月２７日までで、受講者（２０人）の出席
率が全員８０％ 以上だった場合 

 

※ 訓練期間が１月１０日から４月２７日まであり、最終支給単位期間が２８日未満で訓
練実施日数は１３日である。 
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申請期限日
1.10開始日 2.9 2.10開始日応当日 3.9 3.10開始日応当日 4.9 4.10開始応当日 4.27 5.27

2.24退校日 終了日

基本奨励金支給対象期間

①支給単位期間 ②支給単位期間 ③支給単位期間



≪３ケ月ごとの申請の場合の例≫ 開講日から３ケ月を経過する応当の属する月の 

                              翌月の応当日までに申請  

≪一括申請の場合例≫ 訓練終了日の翌日から起算して１ケ月を経過する日までに申請  
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申請期限日
５.1８開校日 6.17 6.18開始日応当日 7.17 7.18開始日応当日 8.17 9.17

2.24退校日 終了日

基本奨励金支給対象期間

①支給単位期間 ②支給単位期間 ③支給単位期間

申請期限日
５.1８開校日 6.17 6.18開始日応当日 7.17 7.18開始日応当日 8.17 8.18開始日応当日 9.17 10.17

終了日
④支給単位期間

基本奨励金支給対象期間

①支給単位期間 ②支給単位期間 ③支給単位期間

でない場合、 
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   ★ 申請書類 

     １ 認定職業訓練実施基本奨励金支給申請書（様式Ａ－３１）の原本 

    ２ 求職者支援法に基づく職業訓練の認定通知書（様式Ａ－２１）の写し 

    ３ 受講者出欠報告書総括書（様式Ａ－３２） 及び内訳票（Ａ－３２別添）の原本 

      及び訓練実施機関で保管している出席簿（様式A-20）の写し 

    ４ 訓練カリキュラム（様式Ａ－９又は認定様式第５号） 

    ５ 日別計画表（認定様式第６号） 

    ６ 退校届(実施様式２）の写し（該当者がいる場合のみ） 

    ７ キャリアコンサルティングの実施状況が個別で確認できる書類（任意の様式） 

    ８ 訓練実施日から除外する日がある場合の添付書類 

       ①インフルエンザ等に感染した場合 

       ※機構支部から配布された「求職者支援訓練を実施するに当たっての留意事項（H27.3.31現 

        在）」の別添6の感染症に関する対応についてをご確認ください。 

②大規模な災害が起こった場合等により訓練実施施設への通所が困難になっている場合 

＊官公署（市町村長、鉄道駅長、面接事業主等、その他安定所が適当と認める者の証明 

書、被災証明書（家屋以外）、罹災証明書（家屋や事業所） 

③裁判員等に選任された場合 

 ＊呼出状 

④安定所に指示された求職活動の場合 

 ＊就職支援計画書（様式C-7-1） 

  ＊就職に向けた活動計画（様式4号） 

    ９ 訓練カリキュラムに変更が生じ「求職者支援法に基づく認定職業訓練に係る 

      変更届書（様式A-13）」を機構福島支部へ提出した場合はその写し  
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番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

①受講者名
②就職支援計画を作
成した公共職業安定所

■訓練実施機関番号

■訓練科名

■訓練番号

受講者出欠報告書　総括票（訓練実施基本奨励金支給申請関係書類）（～20人）
　（平成　年　月　日～平成　年　月　日分）

■訓練実施機関名

（※）・受講者数が20名ごと、支給申請を行う期間ごとに本報告書１枚を使用してください。
　　　・「受講者名」は、訓練開始後１週間以内に提出する受講者名簿において付番する番号の順に記載してください。
　　　・「総訓練日数」は、受講者が出席すべき訓練日数（出席管理の対象となる日。中途退校者については、退校日までに出席
　　　　すべき訓練日数）を記載してください。なお、「総訓練日数」は「内訳票」の「訓練日数」の総計となります。
　　　・「総出席日数」は、１実施日における訓練の総時限数の２分の１以上に相当する部分を受講したものについては、２分の１日
　　　　分受講したものとして取り扱うこと。訓練を受講した日に２分の１日分受講したものとして取扱う日を加えて算出した出席日数
　　　　に端数が出た場合には端数は切り捨てること。
　　　・「出席率」は、当該支給申請を行う期間（３か月ごと又は全訓練期間）の率（中途退校者については、退校日までの当該期間に
　　　　おける出席率）とし、小数点以下は切り捨てます。
　　　・⑥の欄は、⑤の「支給対象期間の出席率」が８割未満の場合のみ記載してください。支給単位期間は１か月単位です。

④総出席日数③総訓練日数
⑤支給対象期
間の出席率

⑥支給対象期間
の出席率が８割未
満の場合、出席率
８割以上の支給単
位期間の数

この様式は支
給申請を行う期
間に対し１枚で
す 

支給対象期間における「A-32別

添」の「出席日数」欄の日数の合
計を少数点以下切捨てして記入
する。 

受講者が出席すべき訓練日数（出席管
理の対象となる日数）を記載。インフルエ
ンザなどの感染症による欠席、ハロー
ワークの指示による求人面接などは日
数に含めない。 

様式A－３１の「②上記①２を満たさない

者で、いずれかの支給単位期間の出席
率が８割以上の受講者数」欄に記載した
者が該当する。 

 

－１３－ 

支給申請を行う期間の率（中途退校者
について退校日まで）の当該期間におけ
る出席率とし、少数点以下は切捨て。 

（様式A-32） 
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～ 支給要件となる就職率の算定式 ～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

（※８） ・訓練終了後３ケ月以内に雇用保険の一般被保険者となった者（短期雇用 

      特例保険者と日雇労働被保険者は対象外） 

     ・労働者を雇用する事業主（雇用保険の適用事業主）となった者  

     ・中途退校者についても同様の取扱いとなります 

    ★ 支給額の算定式は下記のとおり支給単位期間が２８日以上か２８日未満で 

      異なります。支給額はこれらの算定式により算出された金額の合計です。 

支給単位期間 
が２８日以上 

はい       
（1ｹ月ごと計算） 

いいえ   
（日割り計算） 

【受講者数】（※９） × 雇用保険適用就職率に応じた単価 × 支給単位期間数 

   ・就職率 ６０％以上・・・・・・・・・・・・・ ２万円 

   ・就職率 ３５％以上６０％未満・・・・  １万円 

   ・就職率 ３５％未満・・・・・・・・・・・・・    ０円 

【受講者数】（※９） × 雇用保険適用就職率に応じた単価 × 訓練実施日数 

   ・就職率 ６０％以上・・・・・・・・・・・・ １千円（上限２万円） 

   ・就職率 ３５％以上６０％未満・・・  ５百円（上限１万円） 

   ・就職率 ３５％未満・・・・・・・・・・・・    ０円 

（※９） 訓練の修了者数と就職理由による中途退校者数の合計数です。訓練終了日 
     まで受講したが修了しなかった者、就職以外の理由による中途退校者は含 
     みません。  
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分母のうち就職者（被保険者＋適用事業主）（※８）

×
訓練修了者　＋　就職を理由とする中途退校者

100%
（小数点以下は切捨て）

２ 付加奨励金 

   ☆ 付加奨励金の支給要件及び支給額の算定方法 

    ★ 付加奨励金は、実践コースを実施した訓練機関のうち基本奨励金を受給し、 

      訓練終了日から３ケ月経過するまでの修了者等の雇用保険適用就職が一定 

      水準以上に該当する場合に支給されます 



※ 注意 ※ 
 
訓 練 終 了 後 ４ ～ ６ ケ 月 を 経 過 し た 時 点 で 、 

雇 用 保 険 の 適 用 状 況 を 労 働 局 に お い て 確 認 

い た し ま す 。 そ こ で 確 定 し た 情 報 を も と に 就 職 

率 を 計 算 し 、 付 加 奨 励 金 の 支 給 決 定 を 行 い 

ます。 

このため、①支給申請額と支給額が異なる場合があること、 

②付加奨励金の支給は訓練終了後４～６ケ月経過後になるこ

とをあらかじめご了承ください。 
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    ≪算定例①≫ 
◎ 付加奨励金支給単位期間が「３」である実践コース（受講開始人数２０人）において、 

 修了者が１８人（修了者１６人、就職を理由に中途退校した者２人）、就職以外を理由と  

 して中途退校した者が１人、終了したが修了しなかった者が１人いた場合の支給額 

≪算定例①－１≫ 
  就職率３５％以上６０％未満 １８（人） × １（万円） × ３（支給単位期間）                                       
  （１８人のうち７～１０人が就職）                         ＝ ５４万円 
   
≪算定例①－２≫ 
  就職率６０％以上        １８（人） × ２（万円） × ３（支給単位期間） 
  （１８人のうち１１人以上が就職）                        ＝ １０８万円 

 
   ≪算定例②≫ 

◎ 付加奨励金支給単位期間が「３」と２８日未満である支給単位期間内に訓練実施日  数が１５日

ある実践コース（受講開始人数２０人）において、修了者が１８人（修了者１６人、就職を理由として

中途退校した者２人）、就職以外を理由として中途退校した者が１人、終了したが修了しなかった者

が１人いた場合の支給額 

職業状況調査締切日 職業状況報告締切日

1.25開校日 2.25開始日応当日 3.25開始日応当日 4.24 7.23 8.23 8.24
終了日

訓練終了日から４ケ月以内

訓練実施期間

①付加奨励金支給単位期間 ②付加奨励金支給単位期間 ③付加奨励金支給単位期間
訓練終了日から３ケ月以内

付加奨励金

申請期限
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職業状況調査締切日 職業状況報告締切日

1.25開校日 2.25開始日応当日 3.25開始日応当日 4.25開始日応当日 5.20 8.19 9.19 9.20
終了日 付加奨励金申

請期限①付加奨励金支給単位期間 ②付加奨励金支給単位期間 ③付加奨励金支給単位期間

訓練実施期間

訓練終了日から３ケ月以内 訓練終了日から４ケ月以内

≪算定例②－１≫ 
  就職率３５％以上６０％未満 １８（人） × １（万円） × ３（支給単位期間）                                       
  （１８人のうち７～１０人が就職）                         ＝ ５４万円 
                     １８（人） × ５（百円） × １５（訓練実施日数） 
                                             ＝ １３．５万円 
  支給額 ⇒ ５４（万円） ＋ １３．５（万円） ＝ ６７．５（万円）  
 
≪算定例②－２≫ 
  就職率６０％以上        １８（人） × ２（万円） × ３（支給単位期間） 
  （１８人のうち１１人以上が就職）                       ＝ １０８万円 
                     １８（人） × １（千円） × １５（訓練実施日数） 
                                             ＝ ２７万円 

  支給額 ⇒ １０８（万円） ＋ ２７（万円） ＝ １３５（万円）                                        
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☆ 付加奨励金支給申請期限と申請書類 
 

   求職者支援訓練の終了日の翌日から４ケ月以内に、当該求職者支援訓練の実施 

   施設所在地を管轄する労働局に下記の申請書類を提出して下さい。また、付加奨  
励金支給申請書提出後、訓練終了日から３ケ月以内に就職者からの就職状況報告
書を追加回収できたことなどにより、申請書の記入内容を修正したい場合は、申請期
限内であれば受付いたします。 

   ※ 申請書類は持参、郵送のどちらでも可能です。ただし、郵送される場合は申請期
限内に到着するようご送付ください。  

    ※ 申請期限日が開庁日でない場合、申請期限日後の最初の開庁日が申請期限 

日となります。 

 
    
   ★ 申請書類 
 
    １ 認定職業訓練実施付加奨励金支給申請書（様式Ａ－３３） ※原本 

    ２ 求職者支援法に基づく職業訓練の認定通知書（様式Ａ－２１） ※写し 

    ３ 基本奨励金支給決定通知書（様式Ａ－３５） ※写し 

      （複数回支給されている場合は全て提出） 

    ４ 認定職業訓練就職者名簿（様式Ａ－３４） 

    ５ 認定職業訓練に係る就職状況報告書（様式Ａ－１５） ※写し 

    ６ 修了者等が提出した就職状況報告書（様式Ａ－１４） ※写し 
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（様式A-34・表面）

1 5 1

2 6 2

## 3 8

4 9 1 4

年 月 日 11 10 2 5

年 月 日 3

年 月 日 7 ハローワーク紹介コード表

年 月 日 1 2

1 3 関連就職コード表

2 4 1 2

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

受講者計 名 基礎コース

名

名

名

名

名 ＝

就職者計 名

うち、１日以上７日未満の就職 名

うち、就職者計（雇用保険適用） 名

名

名

＝
0 修了者＋中途退校者（就職理由）

0
参考指標（その他就職率）:

分母のうち就職者-７日未満の就職

＝
0

実践コース

0

#DIV/0!

雇用保険適用就職率：
分母のうち就職者（被保険者＋適用事業主）

修了者＋中途退校者（就職理由）

0

参考指標（その他就職率）:

分母のうち就職者-７日未満の就職

＝
うち、中途退校者(就職理由） 0 修了者＋中途退校者（就職理由）－公共職業訓練受講中の者又は受講確定者

雇用保険適用就職率：

分母のうち就職者（被保険者＋適用事業主）

＝
うち、公共職業訓練受講中の者又は受講確

定者（就職コード『8』の者） 0
修了者＋

中途退校者

（就職理由）

修了者＋中途退校者（就職理由）－公共職業訓練受講中の者又は受講確定者

うち、就職 0

0

就
職
状
況
回
収
率

分母のうち

就職状況

回答者

就
職
率
（

小

数

点

以

下

切

捨

て
）

うち、修了者 0

うち、中途退校者(それ以外） 0

うち、雇用保険被保険者

うち、雇用保険適用事業主

（※）確認欄

個別報告書の有無

雇用保険

コード

雇用期間

コード

雇用契約

期間コー

ド

ハロー

ワーク

紹介

コード

関連
就職

コード

連続
受講者

氏名 カナ 性別 年齢
修了・
中退

就職
コード

ハローワーク

紹介による就職

ハローワーク

紹介以外の就職

雇用保険被保険者 雇用保険適用事業主

雇用保険未加入雇用者 雇用保険未加入事業主
訓練に関連した

就職である

訓練に関連した

就職でない

就職状況報告締切日　　平成 雇用保険コード表

付加金
対象者

受講金 被災者
ＪＣ
交付

就職状況調査締切日　　平成 中退（就職以外）・未修了

未回答、追跡不能 ７日以上31日未満 １年以上

訓練終了日　　 平成 就職コード表 ２（就職以外の理由による中途退校者及び未修了者） 31日以上６ヶ月未満

訓練開始日　　 平成 契約社員

訓練コース名 パート 修了・公共職業訓練受講 雇用契約期間コード表

訓練科名 アルバイト 修了又は中退(就職)・未就職 １日以上７日未満 ６ヶ月以上１年未満

＜調査時期　訓練終了後３か月後調査＞

認定職業訓練就職者名簿

訓練実施機関番号 就職コード表 １（修了者及び就職理由による中途退校者） 雇用期間コード表

訓練番号 派遣 自営 期間の定めあり

訓練実施機関名 正社員 その他の就職 期間の定めなし
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（様式A-34・裏面）
（注　意　事　項）

13 「連続受講者」及び「付加金対象者」の欄には、該当する受講者がいる場合、○を付けてください。

14 「受講金」の欄には、職業訓練受講給付金の給付を受けていた受講者がいる場合、○を付けてください。

16 「ＪＣ交付」の欄は、ジョブ・カードを交付した受講者に○を付けてください。
　（様式A-29：別添（求職者支援訓練修了状況報告書）から転記してください。）

17「雇用保険適用就職率」については、修了者及び就職したことを理由として中途退校した者のうち、訓練終了日から起算して
　 ３か月を経過する日までに雇用保険被保険者となった者又は雇用保険の適用を受ける事業主となった者が占める割合を記載して
　 ください（自動集計）。なお、雇用保険の適用状況を安定所や労働局で確認、確定した情報をもとに雇用保険適用就職率が修正
　 される場合がありますので、ご承知おきください。

18　「参考指標（その他就職率）」については、修了者及び就職したこと（自営業者になったことを含む。以下同じ。）を理由として
   中途退校した者のうち、訓練終了日から起算して３か月を経過する日までに就職又は内定した者（１日以上７日未満の雇用契約期
　　間の就職をした者を除く。）が占める割合を記載してください（自動集計）。
　　なお、基礎訓練（基礎コース）の場合は、公共職業訓練（※）を引き続き受講している者又は公共職業訓練（※）の受講が確定
　 している人の人数（就職コードが『８』の者）を分母から控除します。（※求職者支援訓練の震災対策特別訓練コースも含む。）

19　※確認欄には、記載しないでください。

10　「雇用契約期間コード」の欄には、就職した者のうち、「２　期間の定めあり」に該当する者について、雇用契約コード表の各項目
　のうち該当するものの番号を記載してください。

11 「ハローワーク紹介コード」の欄は、各受講者のうち就職した者の就職経路について、ハローワーク紹介コード表の各項目の
   うち該当するものの番号を記載してください。

12 「関連就職コード」の欄には、各受講者のうち就職した者の職種又は業種について、関連就職コード表の各項目のうち該当する
   ものの番号を記載してください。

・「連続受講者」は、求職者支援訓練の受講者のうち、過去に短期集中特別訓練を受講したことがある者（求職者支援訓練の訓練開始日時
点において、過去に受講した当該短期集中特別訓練の修了から１年を経過している者及び当該短期集中特別訓練の中途退校者を除く。）に
○を付けてください。なお、受講者の職業訓練受講歴は、受講申込書（様式C-1）により確認してください。

・「付加金対象者」は、修了者及び就職を理由とした中途退校者に○を付けてください。

15 「被災者」の欄には、東日本大震災による被災者に該当すると思われる受講者について○を付けてください。
　　訓練機関で把握できた範囲でよく、厳密に罹災証明等で確認する必要はありません。

8 「雇用保険コード」の欄には、各受講者の訓練終了日以後の状況について雇用保険コード表の各項目のうち該当するものの番号
　を記載してください。

・『１』は、「就職した」受講者のうち、「雇用保険の対象である」、又は「わからない」と回答した受講者のうちで
①雇用形態が「正社員」の場合、②雇用形態が「正社員」以外の場合で、雇用契約期間について「定めなし」又は「31日以上」のいずれか
に該当し、かつ「1週間の所定労働時間」について「20時間以上」の場合に選んでください。

・『２』は、「就職した」受講者のうち、『１』に該当しない人を選んでください。

・『３』は、「自営を始めた」受講者のうち、雇用保険適用事業所番号を記載している人を選んでください。

・『４』は、「自営を始めた」受講者のうち、『３』に該当しない人を選んでください。

9　「雇用期間コード」の欄には、各受講者の訓練終了日以後の状況について、雇用期間コード表の各項目のうち該当するものの
　 番号を記載してください。
　 「自営」、「中退（就職以外）・未修了」、「修了・未就職」及び「未回答・追跡不能」の者については、空欄にしてください。

6 「修了・中退」の欄には、各受講者について「修了」又は「中退」と記載してください。
　　なお、未修了者（訓練終了日まで受講していたが、習得した知識・技能が修了に値すると認められず修了に至らなかった者。
　以下、同じ。）は、「中退」としてください。

7 「就職コード」の欄には、各受講者について、就職コード表の各項目のうち該当するものの番号を記載してください。

・『７』の「中退（就職以外）・未修了」とは、就職以外の理由で中退した者及び未修了者に該当する場合に選んでください。
　当該者については、就職状況調査（様式A-14（就職状況報告書）の配付）の必要はありません。

・『８』の「修了・公共職業訓練受講」とは、修了者のうち、公共職業訓練（※）を引き続き受講している者又は公共職業訓練
　（※）の受講が確定している者に該当する場合に選んでください。（※求職者支援訓練の震災対策特別訓練コースも含む。）

・『９』の「修了又は中退(就職)・未就職」とは、修了者又は中退(就職)のうち、未就職に該当する場合又は回答があった場合でも
　次の必須項目が未回答の場合に選んでください。
　＜様式A-14（就職状況報告書）の必須項目＞
　「就職状況（就職又は内定した／自営を始めた／未就職／公共職業訓練受講中又は決定した）」の欄
　＜就職状況で「就職又は内定した」を選んだ場合の必須項目＞
　「事業所名」、「事業所の所在地」、「就職（予定）日」、「雇用保険」、「雇用契約期間」の欄
　＜就職状況で「自営を始めた」を選んだ場合の必須項目＞
　「事業所名」、「事業所の所在地」、「就職（予定）日」
　＜就職状況で「就職又は内定した」を選び、その雇用形態が「派遣」の場合の必須項目＞
　「事業所名」、「事業所の所在地」、「就職（予定）日」、「雇用保険」、「（派遣先名、電話）」の欄

1　報告内容は、受講修了者等から提出される様式A-14（就職状況報告書）等を基に正しく記載してください。虚偽又は不正の報告
　を行ったことが判明した場合には、以後の認定を認めないことや、訓練終了後の奨励金を支払わない等、所要の措置を講ずる
　ことがあるばかりでなく、職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律の規定により刑罰に処せられることが
　あります。

2  網掛け部分のみ記載してください。「受講者計」、「就職者計」、「就職状況回収率」、「就職率」は自動集計されます。
　「受講者計」及び「就職者計（雇用保険適用）」及び「雇用保険適用就職率」の欄は、様式A-15（認定職業訓練に係る就職状況
　報告書）に記載した内容と一致しているか確認してください。

3 「訓練実施機関番号」及び「訓練番号」は、様式A-15（認定職業訓練に係る就職状況報告書）に記載したものと同じ番号を
　記載してください。

4 「就職状況調査締切日」「就職状況報告締切日」は、それぞれ認定職業訓練が終了した日に応当する日の前日を記載してください。
　例）１月３１日に認定職業訓練が終了した場合は、
　　　　・訓練終了日から起算して３か月経過するのは４月２９日
　　　　・訓練終了日から起算して４か月経過するのは５月３０日　　　と考えます。

5　受講者の氏名は、就職の有無に関わらず、受講者名簿（様式A-28の別添）に記載した受講者全員の氏名を当該名簿の記載順
（氏名のカナの五十音順）と合わせて記載してください。
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平成　　年　　月　　日

（報告者）

フリガナ

所在地

フリガナ

商号又は名称

フリガナ

代表者役職名・氏名   印

５　修了者等の就職状況

　（１）受講者数 　計 名 うち 修了者 名

名

名

　（２）就職者数 　計 名 うち 名

　　　（雇用保険適用） 名

　雇用保険適用就職率 ％ (小数点以下は切捨て）

※機構処理欄

施設名： 担当者： ㊞

報告書受理日：

中途退校者（それ以外）

雇用保険適用事業主

　　所　　在　　地

２　訓練実施施設名

印

６　就　職　率

４　訓　練　科　名

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構　理事長　殿　

作 成 年 月 日 ・ 提 出 代 行 者
・ 事 務 代 理 者 の 表 示

氏 名

雇用保険被保険者

電 話 番 号社 会 保 険
労 務 士
記 載 欄

（様式A－15）

様式第2号（第5条関係）（表面）

　職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律施行規則第5条の規定により、下記のと
おり認定職業訓練の修了者等の就職状況を報告します。

記

認定職業訓練に係る就職状況報告書

３　訓　練　番　号

中途退校者（就職理由）

１　訓練実施機関番号
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（注　意　事　項）

１　報告内容は正しく記載してください。虚偽又は不正の報告を行ったことが判明した場合には、以後の認定
　を認めないことや、訓練終了後の奨励金を支払わないこと等、所要の措置を講ずることがあるばかりでなく、
　職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律の規定により刑罰に処せられることがありま
　す。
２　１「訓練実施機関番号」には、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構から認定職業訓練を行う機
　関に係る番号として交付されたものを記載してください。
３　２「訓練実施施設名」「所在地」には、実際に認定職業訓練を行った施設の名称及び所在地を記載してく
　ださい。
４　３「訓練番号」については、認定を受けた際、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構から個別の
　訓練に係る番号として交付されたものを記載してください。
５　５（１）については、それぞれ以下の数値を記載してください。
　・「受講者数」：訓練開始時における受講者数
　・「修了者数」：訓練実施機関における修了判定により、修了したものと認められた者の数
　・「中途退校者（就職理由）」：就職したこと（自営業者になったことを含む。以下同じ。）を理由として
　　中途退校した者の数
　・「中途退校者（それ以外）」：就職したこと以外の理由により中途退校した者の数
６　５（２）については、それぞれ以下の数値を記載してください。
　・「就職者数（雇用保険適用）」：認定職業訓練が終了した日から起算して三月を経過する日までの間に
　　雇用保険被保険者又は雇用保険適用事業主になった旨を訓練実施機関に対して報告した者の数
　・「雇用保険被保険者」：雇用保険被保険者として就職した旨を訓練実施機関に対して報告した者の数
　・「雇用保険適用事業主」：雇用保険適用事業主となった旨を訓練実施機関に対して報告した者の数
７　６「就職率」については、以下の式により算定した値を記載してください。

　
　　　雇用保険適用就職率：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100（パーセント）

８　※機構処理欄には、記載しないでください。

様式第2号（第5条関係）（裏面）様式第2号（第5条関係）（裏面）

修了者＋中途退校者（就職理由）

就職者（被保険者＋適用事業主）
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作成日 
平成２４年 ５月３１日 初版 
平成２４年 ７月２４日 改正 
平成２４年１２月１２日 改正    
平成２４年１２月１９日 改正 
平成２６年 １月１５日 改正 
平成２６年 ４月 １日 改正 
平成２７年 １月 ５日 改正 
平成２７年 ４月 １日 改正 
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